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令和５年度の申請期限は令和６年３月31日となっています。
業務改善助成金制度は令和６年度も実施される見込みです。 １－３
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北海道働き方改推進支援センター

会 社 名

業    種

T E L・F AX

従 業 員 数

担 当 者名
（ 部署・役 職含む）

□ 企業訪問

□ センター来所

【相談内容】

相 談

希 望 日

第1希望

〒

第2希望

第3希望

月

月

月

日

日

日

時～

時～

時～

【専門家の支援】

【支援後の効果】

FAX.011-206-8365
企業相談 FAX申込書

ご相 談内 容

相談事例

印刷業

【相談内容】

【専門家の支援】

【支援後の効果】

建設業

住    所
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5 50

5 100

100

300

HP

HP

A

10

B

10
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272.9 1,660 719.1

172.1 1,041 138.3

250.4 1,530 666.1

272.3 1,664 754.8

197.7 1,196 380.6

224.4 1,374 593.2

313.4 1,911 922.0

313.2 1,895 880.7

289.4 1,758 849.8

307.6 1,864 933.2

230.1 1,417 175.2

265.1 1,620 500.1

229.4 1,385 256.0

243.3 1,448 548.0

172.3 1072 112.3

239.0 1,448 602.7

249.1 1,494 595.0

185.8 1,149 389.7

210.3 1,304 598.8

251.2 1,484 633.7

265.9 1,573 645.2

259.6 1,518 604.1

255.7 1,501 576.8

182.9 1,170 72.0

233.4 1,384 428.8

201.0 1,196 153.6

２ １
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3 3 3

4

3 3

4

5

7

5

8

2

8

3

4

2

4

6

3 3

7

2

5

0

2

4

6

8

10

12

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

死
亡
者
数

令和４年

令和５年

4人

6人

9人

4人

21人

5人

5人

23人

4人

1人

10人

6人

0 5 10 15 20 25

製造業

建設業

陸運業

林業

第三次産業

その他
令和４年

令和５年

※前年・当年ともに月ごとの

把握人数を集計

製造業

4人

8.2% 建設業

6人

12.2%

陸運業

9人

18.4%

林業

4人

8.2%

第三次産業

21人

42.9%

その他

5人

10.2%

5 6
9 

12 
15 

17 
20 

25 

31 

36 
39 

49 49 49 
53 

0 

9 

14 
17 

19 
22 

28 
31 

33 

41 

44 

48 
49 

0

10

20

30

40

50

60

令和４年 累計

令和５年 累計

死亡災害の推移（速報値）
※前年・当年ともに月ごとの把握人数を集計

2

4

3

0

0

0

3

3

5

1

7

2

2

0

3

6

8

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

倶知安

苫小牧

浦河

稚内

留萌

名寄

釧路

室蘭

北見

滝川

帯広

旭川

岩見沢

小

函館

札幌東

札幌中央

人

 
 

合計 
49 人 

14 次防目標ライン 

（R4 比-10%→47 人） 

（令和６年１月末現在） 

※本年は速報値、前年は確定値を集計したもの 
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墜落、転落

3人

50.0%

転倒

1人

16.7%

おぼれ

1人

16.7%

交通事故(道路)

1人

16.7%

崩壊、倒壊

1人

25.0%

激突され

2人

50.0%

その他

1人

25.0%

墜落、転落

1人

25.0%

崩壊、倒壊

1人

25.0%

激突され

1人

25.0%

はさまれ、巻き込まれ

1人

25.0%

墜落、転落

2人

22.2%

転倒

1人

11.1%

崩壊、倒壊

1人

11.1%

はさまれ、巻き込まれ

3人

33.3%

交通事故(道路)

2人

22.2%

墜落、転落

10人

21%

転倒

4人

8%

激突

1人

2%

飛来、落下

2人

4%
崩壊、倒壊

3人

6%

激突され

4人

8%

はさまれ、巻き込まれ

9人

18%

おぼれ

3人

6%

高温・低温の物との接触

1人

2%

交通事故(道路)

10人

21%

その他

2人

4%

 
合計４人 

 
合計６人 

 
合計４人 

 
合計９人 

 
合計 49 人 

（令和６年１月末現在） 
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北海道労働局

区分 業種割合

業種別 死亡 休 業 合 計 死亡 休 業 合 計 増 減 数 増減率 （％） 死 亡 休 業 合 計

49 8,537 8,586 49 13,892 13,941 -5,355 -38.4 100.0 53 16,419 16,472

4 1,086 1,090 5 1,270 1,275 -185 -14.5 12.7 5 1,343 1,348

食 料 品 3 597 600 1 689 690 -90 -13.0 7.0 1 730 731

木 材 ・ 家 具 86 86 98 98 -12 -12.2 1.0 101 101

紙 ・ 印 刷 16 16 31 31 -15 -48.4 0.2 36 36

窯 業 ・ 土 石 43 43 64 64 -21 -32.8 0.5 66 66

金 属 ・ 機 械 174 174 179 179 -5 -2.8 2.0 191 191

そ の 他 1 170 171 4 209 213 -42 -19.7 2.0 4 219 223

鉱 山 3 3 3 3 0.0 3 3

土 石 採 取 業 1 16 17 19 19 -2 -10.5 0.2 19 19

6 864 870 23 942 965 -95 -9.8 10.1 23 995 1,018

土 木 工 事 業 4 288 292 13 376 389 -97 -24.9 3.4 13 390 403

建 築 工 事 業 2 363 365 5 371 376 -11 -2.9 4.3 5 398 403

木 造 建 築 業 111 111 107 107 4 3.7 1.3 113 113

そ の 他 102 102 5 88 93 9 9.7 1.2 5 94 99

1 296 297 1 342 343 -46 -13.4 3.5 1 413 414

9 801 810 4 818 822 -12 -1.5 9.4 5 864 869

道路貨物運送 9 746 755 4 767 771 -16 -2.1 8.8 5 810 815

陸上貨物取扱 55 55 51 51 4 7.8 0.6 54 54

8 8 17 17 -9 -52.9 0.1 17 17

4 62 66 1 76 77 -11 -14.3 0.8 1 80 81

1 128 129 2 124 126 3 2.4 1.5 2 133 135

4 1,034 1,038 4 1,117 1,121 -83 -7.4 12.1 5 1,196 1,201

3 399 402 1 453 454 -52 -11.5 4.7 1 481 482

16 3,840 3,856 8 8,711 8,719 -4,863 -55.8 44.9 10 10,875 10,885

令 和 ４ 年 確 定

林 業

令 和 ５ 年 令 和 ４ 年 対 前 年

鉱
業

交 通 運 輸 事 業

全 産 業 合 計

製 造 業

建 設 業

陸上貨物運送事業

港 湾 運 送 業

商 業

水 産 業

※　本統計は、労働者死傷病報告（休業４日以上）により集計した速報値である。
※　死亡災害については、本年・昨年ともに把握した件数である。
※　休業災害については、本年は把握した件数、昨年は再集計した件数である。

上記以外の事業

清 掃 ・ と 畜 業

２ ４
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北海道労働局

「上記以外の事業」の内訳

区分 業種割合

死亡 休業 合計 死亡 休業 合計 増 減 数 増減率 （％） 死 亡 休業 合計

111 111 1 95 96 15 15.6 1.3 1 117 118

2 316 318 2 314 316 2 0.6 3.7 2 328 330

50 50 44 44 6 13.6 0.6 50 50

1 1 7 7 -6 -85.7 0.0 7 7

182 182 183 183 -1 -0.5 2.1 185 185

65 65 1 100 101 -36 -35.6 0.8 1 121 122

1 2,357 2,358 7,269 7,269 -4,911 -67.6 27.5 1 9,302 9,303

3 440 443 366 366 77 21.0 5.2 387 387

10 318 328 4 333 337 -9 -2.7 3.8 5 378 383

16 3,840 3,856 8 8,711 8,719 -4,863 -55.8 44.9 10 10,875 10,885

「第三次産業」の内訳

区分 業種割合

死亡 休業 合計 死亡 休業 合計 増 減 数 増減率 （％） 死 亡 休業 合計

4 1,034 1,038 4 1,117 1,121 -83 -7.4 12.1 5 1,196 1,201

うち 小売業 1 807 808 3 880 883 -75 -8.5 9.4 3 935 939

50 50 44 44 6 13.6 0.6 50 50

1 1 7 7 -6 -85.7 0.0 7 7

182 182 183 183 -1 -0.5 2.1 185 185

65 65 1 100 101 -36 -35.6 0.8 1 121 122

1 2,357 2,358 7,269 7,269 -4,911 -67.6 27.5 1 9,302 9,303

うち 社会福祉施設 1,129 1,129 2,966 2,966 -1,837 -61.9 13.1 1 3,827 3,828

うち 医療保健業 1 1,222 1,223 4,285 4,285 -3,062 -71.5 14.2 5,451 5,451

3 440 443 366 366 77 21.0 5.2 387 387

うち 飲食店 213 213 186 186 27 14.5 2.5 197 197

うち 旅館業 107 107 83 83 24 28.9 1.2 89 89

うち ゴルフ場 1 51 52 40 40 12 30.0 0.6 40 40

3 399 402 1 453 454 -52 -11.5 4.7 1 481 482

10 318 328 4 333 337 -9 -2.7 3.8 5 378 383

うち 警備業 6 74 80 2 65 67 13 19.4 0.9 3 73 76

21 4,846 4,867 10 9,872 9,882 -5,015 -50.7 56.7 13 12,107 12,120

金融・広告業

映画・演劇業

農業

畜産業

令 和 ４ 年 対 前 年

合計

業種別

その他の事業

通信業

教育・研究業

保健衛生業

令和４年確定

映画・演劇業

通信業

令 和 ５ 年 令 和 ４ 年 対 前 年 令 和 ４ 年 確 定

接客娯楽業

金融・広告業

商業

保健・衛生業

清掃・と畜業

その他の事業

合計

接客・娯楽業

令 和 ５ 年

教育・研究業

業種別
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業
種

番
号

1
3

6
-
2

7
-
2

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

2
1

2
2

2
3

3
1

3
2

3
3

3
4

3
5

3
6

3
7

3
9

4
1

5
1

5
2

6
1

7
1

9
1

9
2

9
9

事 故 の 型 番 号

業
種

事
故
の

型

製 造 業

鉱 業

土 石 採 取 業

建 設 業

道 路 貨 物 運 送 業

そ の 他 の 運 輸 交 通 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

林 業

水 産 業

そ の 他 の 事 業

原 動 機

動 力 電 動 機

木 材 加 工 機 械

建 設 用 等 機 械

金 属 加 工 用 機 械

一 般 動 力 機 械

車 両 系 木 材 伐 出 機 械 等

動 力 ク レ ン 等

動 力 運 搬 機

乗 物

圧 力 容 器

化 学 容 器

溶 接 装 置

炉 ・ 窯 等

電 気 設 備

人 力 機 械 工 具 等

用 具

そ の 他 の 装 置 設 備

仮 設 物 ・ 建 築 物 ・ 構 築 物 等

危 険 物 ・ 有 害 物 等

材 料

荷

自 然 環 境 等

そ の 他 の 起 因 物

起 因 物 な し

分 類 不 能

1
墜

落
、

転
落

1
2
5

9
2
7
4

2
0
8

1
5

9
2

1
1
4

4
5
3

1
1
1
0

1
3
0

1
6

1
4

2
6
1

2
5

1
3

2
7
2

2
1

3
7
3

5
1
0

7
5

1
2

2
転

倒
3
0
0

1
1
2
3

1
9
0

8
3

1
1

3
1
1

3
0
1
,
4
4
6

2
1
9
8

1
0

2
4

1
6

5
5

4
6

7
4
7

1
3
8

3
4

9
4
9

1
3
1

2
9

7
2
7

1
5

9
5

1

3
激

突
3
9

2
7

4
2

4
8

2
5

1
6
6

2
9
3

6
5

2
7

4
8

1
9

1
2
5

3
2

2
3

7
6

1
0

1
3

1
9

2
5

4
飛

来
、

落
下

5
6

6
8

3
5

1
9

8
8
9

2
6
6

1
5

8
2

1
1

1
1
1

2
5

2
2

1
8

3
6

1
4

1
6

5
6

3
9

1
7

2

5
崩

壊
、

倒
壊

2
2

1
2
4

1
8

1
2

1
1
9

8
8

1
1

2
5

1
7

7
5

1
3

2
1

1
5

9
1

6
激

突
さ

れ
3
9

3
3

2
6

4
2

1
6

9
2
0
3

3
3
2

3
1
8

2
1
0

1
1
1

2
9

1
2

2
9

2
2

1
2

5
1
4

1
3

1
3
1

5
1
5

7
は

さ
ま

れ
、
巻

き
込

ま
れ

2
1
3

3
1
0
7

8
0

1
0

1
2

3
5

3
4

2
2
1

6
8
8

1
0

1
2

3
1

2
4

1
4
9

2
3
4

1
2
8

3
7

2
1

1
5
8

2
8

2
5

4
2

3
1

3
5

3
7

1

8
切

れ
、

こ
す
れ

1
0
0

6
5

3
3

1
1
1

4
1
6
8

3
5
5

5
7

1
1
9

7
0

1
2

2
1

1
2
6

1
7

6
3

1
3
0

4
1
3

1
1

9
踏

抜
き

4
2

5
1
1

1
1

2
4

2
1

1
0
お

ぼ
れ

1
1

1
3

1
2

1
1
高

温
・

低
温
の

物
と

の
接

触
3
7

1
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令和５年12月１日
～令和６年３月31日 まで

取 組 期 間

重 点 災 害

冬季の北海道では、路面凍結等による転倒、自動車のスリップや吹雪
等の視界不良による交通事故、除雪作業に伴う墜落や重機との接触、屋
内での内燃式発電機等の使用による一酸化炭素中毒などの冬季特有の労
働災害が多く発生しています。
「北海道冬季ゼロ災運動」は、これらの労働災害を防止するため、事業
者と労働者が一丸となって取り組みを行う具体的な事項を提唱し、冬季
ゼロ災の実現を目指すものです。
労使が協力して「北海道冬季ゼロ災運動」に取り組みましょう。

・転倒災害
・交通労働災害
・雪下ろしの際の墜落災害
・除雪作業時の重機災害
・一酸化炭素中毒

取 組 内 容

ことから、余裕を持った作業日程を設定すること。共 通 事 項

１ 経営トップは冬季ゼロ災に向けた各種対策に積極的に取り組むこと。

２ 冬季特有の要因を踏まえたリスクの見積りを行い、ハザードマップ等を作成する
とともに、リスク低減措置を講じること。（リスクアセスメント）
また、作業開始前のＫＹ（危険予知）活動、災害事例を取り入れた安全衛生教育

を実施すること。

３ 安全衛生管理体制を整備し、安全担当責任者自ら具体的な災害防止活動の管理を
行うこと。

４ 気象情報を事前に把握し、これに応じた作業スケジュールを計画すること。
また、大雪、低温等の警報・注意報発令時の関係者への周知徹底及び落雪のおそ

れや悪天候時の作業中止基準を策定すること。

５ 寒冷な作業環境下での長時間労働は避けるほか、屋外作業においては、日照時間
が短いことを考慮した作業スケジュールを設定すること。

６ 特に初めて北海道の冬を経験する者に対して、冬季用の靴の使用や雪道の歩き方
（小さな歩幅で、靴の裏全体を着け、走らずゆっくり歩くこと）、自動車の冬道
運転等の安全教育を行うこと。

0

200

400

600

800

1000

0

100

200

300

400

500
北海道の転倒、交通労働災害の発生状況

（過去５年間の平均値）

転倒災害 交通労働災害 全 体

（右目盛）

２ ７
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１ 敷地内の安全通路を定め、段差や凹凸、突起物、
継ぎ目等のつまずく原因の改善及び除雪、凍結し
やすい箇所における融雪剤や砂の散布、温風機、
融雪マットの設置等による転倒防止措置を講じる
こと。

２ 滑りにくい靴を使用し屋内に入る場合は、靴裏
に付着した靴裏の雪、水分の除去を徹底すること。

３ 車両への乗降の際には、降車場所の路面状況を
確認するとともに、手すり等を利用して降車する
こと。

４ スマートフォンを見ながら歩いたり、ポケット
に手を入れて歩かないこと。

北海道労働局冬季転倒災害防止
イメージキャラクター
てんとう防止君

転倒災害防止対策

１ 冬道を運転する場合は、路面状況（圧雪・アイスバーン）、天候（吹雪・濃霧等
による視界不良）に合わせた速度で走行し、十分な車間距離の確保及び早めブレー
キを励行し、危険を予測しながら運転するとともに、早め出発を心がけ、余裕を
もった安全運転に努めること。

２ 運転前に冬用タイヤ（スタッドレスタイヤ）の
摩耗の有無について点検を行い、摩耗が認められ
た場合には、速やかに交換すること。

３ 走行する道路状況について、交通事故・スリッ
プの危険場所等の情報を収集し、交通安全情報マ
ップ（交通ヒヤリマップ）を作成し周知すること。

４ 道路脇に雪が高く積み上げられている交差点等の
見通しの悪い場所では、徐行を心掛けること。

交通労働災害防止対策

雪下ろし作業対策及び除雪作業時の重機災害防止対策

１ 作業開始前に雪下ろしする屋根の形状・材質及び軒先の雪庇の状況を確認し、
その作業場所に適した安全な作業方法・作業手順を定め、親綱・ロリップ等を設置
するとともに、墜落制止用器具を使用すること。

２ 気象情報を事前に把握し、気温が高く、雪が融けて滑りやすくなる場合には作業
を中止する等の基準を策定すること。

３ 屋根等の高所に昇降するためのはしごの使用については、上端及び脚部を固定す
る等の転位防止措置を講ずること。

４ 屋根の雪下ろし場所周辺は、立入禁止区域を設定するとともに、関係労働者以外
の立入禁止措置を講ずること。

５ 重機を使用して除雪作業を行う際は、周囲の者が重機に接触する災害を防止する
ため、あらかじめ作業計画を作成し、作業範囲内への立入禁止措置を講じること。
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一酸化炭素中毒防止対策

１ 自然換気が不十分な屋内作業場等においては、内燃
式発電機、コンプレッサー、ジェットヒーター等の
内燃機関を有する機械を使用しないこと。

２ やむを得ず屋内で内燃機関を有する機械を使用する
場合は、関係者以外の立入禁止措置を講じ、関係者
が立ち入る場合には十分な換気を行うとともに、立
ち入り前に一酸化炭素濃度を測定し安全を確認して
から立ち入ること。

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 ２月 午前８時発生
駐車場で車を降りた際に、凍結路面に足を滑らせ転倒し、後頭部を強打した。

〈防止対策〉
・ 駐車場に滑り止めの砂をまくこと。
・ 滑りにくい靴を選び使用すること。 1626

1459

1090

521 512
617 592 599 649 618

810

1406

転倒災害発生状況（Ｈ30～Ｒ４）

転 倒 災 害 （事 例 ）

凍結路面
再凍結した場所
除雪機械等が通過した直後
のつるつる路面
交差点の手前（横断歩道）
薄っすらと雪が積もった道路
屋外階段

凍結路面
再凍結した場所
除雪機械等が通過した直後
のつるつる路面
交差点の手前（横断歩道）
薄っすらと雪が積もった道路
屋外階段

こんな場所は要注意

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 12月 午前10時 発生
屋根の上に上がって雪落とし作業を行っていたところ、

足元の雪が滑り出し、雪とともに地上に落下し雪に埋もれた。

〈防止対策〉
・墜落防止のために、墜落制止用器具を使用する等墜落防止
措置を講ずること。

・気温が高く、雪が融けて滑りやすい場合には作業を中止

〈 概 要 ２ 〉 死亡災害 １月 午前８時 発生
トラックの荷台に雪を積込むための準備作業をしていたところ、荷台上で

作業していた労働者にドラグ・ショベルのバケットが接触した。

〈防止対策〉
ドラグ・ショベル等の重機の可動範囲に労働者を立ち入らせないこと。

除 雪 作 業 に 伴 う 災 害 （ 事 例 ）
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交 通 労 働 災 害 （ 事 例 ）

206 201

143

87 93 91
111

99 104
127

151

225交通労働災害発生状況（Ｈ30～Ｒ４） 〈 概 要 １ 〉
〇死亡災害 １２月 午後３時 発生
凍結路面でスリップして、対向車
線にはみ出し、対向車線を走行中
の乗用車に正面衝突した。

〈防止対策〉
路面状況に合わせた安全速度で

走行すること。

（2023.11）

〈 概 要 １ 〉 死亡災害 １月 午後零時発生
ガソリンエンジン式コンプレッサーを使用して室内

の塗装業務を行っていた作業員が一酸化炭素中毒で
倒れた。

〈防止対策〉
換気が不十分なところでエンジン式コンプレッサー
（内燃機関を有する機械）を使用しないこと。

〈 概 要 ２ 〉 休業災害 ３月 午後４時 発生
室内でエンジン式高圧洗浄機を使用して排水管洗浄作業を行っていたとこ

ろ、一酸化炭素中毒になった。

〈防止対策〉
換気が不十分なところでエンジン式高圧洗浄機（内燃機関を有する機械）

を使用しないこと。

一酸化炭素災害（事例）

〈 概 要 ２ 〉 休業 ２月 午前８時 発生
吹雪のため視界が悪い中、前方に停車して

いた車両の発見が遅れ、追突した。

〈防止対策〉
気象情報により警報・注意報を的確に把握し、
運行計画、運行経路を変更すること。
また、走行途中で吹雪等に遭った場合には、
ハザードランプを点滅して自車の存在を他車にわかるようにする、状況に
応じて安全な場所へ退避すること。

14次防推進中 ― 48―
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北海道における死亡労働災害をはじめとする労働災害防止の対策については、

労使の皆様をはじめとして、労働災害防止団体等、関係各位の御協力の下、取り

組んでいるところです。 

令和５年の死亡者数は、12 月末時点の速報値で 48 人と、全国ワーストワンと

いう、極めて遺憾な結果となりました。 

さらに、令和６年に入りましても、死亡労働災害は減少しておらず、１月 26 日

時点で既に５人の労働者の尊い命が失われています。 

北海道においては例年 10 月から３月の期間の死亡者数がその他の期間に比べ

て 1.4 倍から 1.7 倍に増加する傾向にあり、特に降雪期は冬季特有の災害をはじ

め労働災害が多発することが懸念されます。 

労働災害は本来あってはならないものであり、特に死亡災害の撲滅を目指した

不断の取組が必要です。また、労働災害のない職場づくりは、人材を確保・養成

し、企業活動を活性化する上でも、大きなメリットをもたらします。事業者の皆

様におかれましては、死亡災害の撲滅及び労働災害全体の減少に向け、基本的な

安全活動の着実な実施・確認という原点に立ち返って企業の安全衛生活動を今一

度総点検していただくよう要請いたします。 

その上で、労使の皆様をはじめ、関係者が一体となって以下の取組を徹底し、

労働災害防止に努めていただきますよう、併せて要請いたします。 

  

１ 企業トップをはじめとする安全衛生管理の責任者が安全作業マニュアルの

遵守状況を確認するなど、職場内の安全衛生活動の総点検を実施すること 

２ 事業場の安全衛生管理体制を確立するため、安全管理者、安全衛生推進

者、安全推進者等にその職務を確実に実行させること 

３ 雇入れ時教育をはじめとする安全衛生教育の実施を徹底するなど、労働者

の危険に対する意識、安全確保に対する意識を高めること 

４ 冬季特有の災害防止のため「北海道冬季ゼロ災運動」を確実に実施するこ

と 

 

令和６年１月29日 

厚生労働省北海道労働局 

   労働基準部長  髙橋 靖 

２ ９
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厚生労働省北海道労働局発表 

令和５年８月 28 日 照
会
先 

厚生労働省 北海道労働局労働基準部監督課 

    課     長 河合 博文 

    主任監察監督官 土谷 啓二郎 

    電話 011-709-2311（内線 3541）

 報道関係者各位 

長時間労働が疑われる事業場に対する 

令和４年度の監督指導結果を公表します 
 

 北海道労働局では、このたび、令和４年度に、長時間労働が疑われる事業場に対して労働基準監

督署が実施した、監督指導の結果を取りまとめましたので、公表します。 

 この監督指導は、各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月当たり 80 時間を超えていると

考えられる事業場や、長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場

を対象としています。 

 対象となった 1,523 事業場のうち、665 事業場（43.7％）で違法な時間外労働を確認したため、

是正・改善に向けた指導を行いました。なお、このうち実際に１か月当たり 80 時間を超える時間

外・休日労働が認められた事業場は、248 事業場（違法な時間外労働があったもののうち 37.3％）

でした。 

北海道労働局では、今後も長時間労働の是正に向けた取組を積極的に行うとともに、11月の「過

重労働解消キャンペーン」期間中に重点的な監督指導を行います。 

 

⑴                               1,523 事業場   
⑵ ［(1)のうち、法令違反があり、是正勧告書を交付した事業場］  

             665 事業場（43.7％）  
   うち、時間外・休日労働の実績が最も長い労働者の時間数が 

月 80 時間を超えるもの：          248 事業場（37.3％） 

うち、月 100 時間を超えるもの：       156 事業場（23.5％） 
うち、月 150 時間を超えるもの：         33 事業場（ 5.0％） 
うち、月 200 時間を超えるもの：        9 事業場（ 1.4％）  

                          160 事業場（10.5％） 
 

      432 事業場（28.4％） 
 

⑶ ［(1)のうち、健康障害防止のため指導票を交付した事業場］  
 

                    630 事業場（41.4％） 
 

          297 事業場（19.5％） 

 

 

Press Release 

２ 12
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合計
（注１，２）

1,523 1,161 665 160

　監督指導実施状況

監督指導実施
事業場数

労働基準関係法令違
反があった事業場数

主な違反事項別事業場数

労働時間 賃金不払残業 健康障害防止措置

（注３） （注４） （注５）

　令和４年４月から令和５年３月までに、1,523事業場に対し監督指導を実施し、1,161事業場
（76.2％）で労働基準関係法令違反が認められた。主な法違反としては、違法な時間外労働が
あったものが665事業場、賃金不払残業があったものが160事業場、過重労働による健康障害
防止措置が未実施のものが432事業場であった。

432
（100%） （76.2%） （43.7%） （10.5%） （28.4%）

接客娯楽業
182

84 29 83

保健衛生業
147

71

(12.0%)

（12.1%）

13

製造業
185

88 24 38

商業
360

109

31

156

113

162

256

46
（9.7%）

115
（23.6%）

１～９人 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人以上

22 46
（13.3%）

その他の事業
（注６）

172
53 15 29

（11.3%）

表２　事業場規模別の監督指導実施事業場数

合計

107

109

159

主
な
業
種

建設業
203

132

100～299人 300人以上

1,523
448 329 109 137 168 332

（29.4%）

合計 １～９人 10～29人 30～49人 50～99人

（21.6%） （7.2%） （9.0%） (11.0%)

291287

労働基準法第37条違反〔割増賃金〕のうち、賃金不払残業の件数を計上している〔計算誤り等は含まない。〕。

「その他の事業」とは、派遣業、警備業、情報処理サービス業等をいう。

119
(7.8%)

運輸交通業

主な業種を計上しているため、合計数とは一致しない。

（21.8%）

かっこ内は、監督指導実施事業場数に対する割合である。

労働基準法第32・40条違反〔36協定なく時間外労働を行わせていること、36協定が無効なこと又は36協定で定める限度時間を超
えて時間外労働を行わせていることにより違法な時間外労働があったもの。〕、労働基準法第36条第６項違反（時間外労働の上
限規制）の件数を計上している。

労働安全衛生法第18条違反〔衛生委員会を設置していないもの等。〕、労働安全衛生法第66条違反〔健康診断を行っていないも
の。〕、労働安全衛生法第66条の８違反〔１月当たり80時間を超える時間外・休日労働を行った労働者から、医師による面接指
導の申出があったにもかかわらず、面接指導を実施していないもの。〕、労働安全衛生法第66条の８の３違反〔客観的な方法そ
の他の適切な方法により労働時間の状況を把握していないもの。〕等の件数を計上している。

表１　監督指導実施事業場数

（注６）

（注５）

（注４）

（注３）

（注２）

（注１）

表３　企業規模別の監督指導実施事業場数

1,523
718 507 145 60 72 21

（47.1%） （33.3%） (9.5%) (3.9%) (4.7%) (1.4%)
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(1)

(2)

（注１）

（注２）

　過重労働による健康障害防止のための指導状況

指導事項（注１）

指導事項は、複数の場合、それぞれに計上している。なお、「月45時間以内への削減」と「月80時間以内への削減」は重複して
いない。

指導事項は、複数の場合、それぞれに計上している。

各項目のかっこ内は、それぞれの指導項目が、労働時間適正把握ガイドラインのどの項目に基づくものであるかを示している。

指導事項（注１）

面接指導等の
実施（注２）

自己申告制の説
明（ガイドライン４

(3)ｱ・ｲ）

時間外・休日労働時間を１か月当たり45時間以内とするよう削減に努め、そのための具体的方策を検討し、その結果、講ずるこ
ととした方策の着実な実施に努めることを指導した事業場数を計上している。

　監督指導を実施した事業場のうち、630事業場に対して、長時間労働を行った労働者に対する
医師による面接指導等の過重労働による健康障害防止措置を講じるよう指導した。

指導事業場数

ストレスチェック制
度を含むメンタル
ヘルス対策に関
する調査審議の

実施

面接指導等が実施
出来る仕組みの整

備等
（注５）

月80時間以内
への削減

月45時間以内
への削減

（注４）

長時間労働によ
る健康障害防止
対策に関する調
査審議の実施

（注３）

48355270126179630

１か月80時間を超える時間外・休日労働を行っている労働者について、面接指導等の必要な措置を実施するよう努めることなど
を指導した事業場数を計上している。

「長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること」について、①常時50人以上の労働
者を使用する事業場の場合には衛生委員会で調査審議を行うこと、②常時50人未満の労働者を使用する事業場の場合には、労働
安全衛生規則第23条の２に基づく関係労働者の意見を聴くための機会等を利用して、関係労働者の意見を聴取することを指導し
た事業場数を計上している。

52

表４　過重労働による健康障害防止のための指導状況

表５　労働時間の適正な把握に関する指導状況

054913214297

医師による面接指導等を実施するに当たり、労働者による申出が適切になされるようにするための仕組み等を予め定めることな
どを指導した事業場数を計上している。

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

　労働時間の適正な把握に関する指導状況
　監督指導を実施した事業場のうち、297事業場に対して、労働時間の把握が不適正であるた
め、厚生労働省で定める「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガ
イドライン」に適合するよう指導した。

自己申告制による場合

指導事業場数 労使協議組織の
活用（ガイドライン

４(7)）

管理者の責務（ガ
イドライン４(6)）

適正な申告の阻
害要因の排除

（ガイドライン４(3)
ｵ）

実態調査の実施
（ガイドライン４(3)

ｳ・ｴ）

始業・終業時刻の
確認・記録（ガイド

ライン４(1)）
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(1)

(2)

表７　監督指導実施事業場における労働時間の管理方法

労働時間適正把握ガイドラインに基づき、自己申告制が導入されている事業場を含む。

1,523 665 417

（注１）

（注２）

（注３）

労働時間適正把握ガイドラインに定める始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法を指す。

監督対象事業場において、部署等によって異なる労働時間の管理方法を採用している場合、複数に計上している。

原則的な方法（注１、２）

　労働時間の管理方法
　監督指導を実施した事業場において、労働時間の管理方法を確認したところ、142事業場で使
用者が自ら現認することにより確認し、446事業場でタイムカードを基礎に確認し、207事業場で
ICカード、IDカードを基礎に確認し、64事業場でPCの使用時間記録を基礎に確認し、554事業場
で自己申告制により確認し、始業・終業時刻等を記録していた。

自己申告制
（注２,３）使用者が自ら現認 タイムカードを基礎

PCの使用時間の記録を
基礎

ICカード、IDカードを基礎

55464207446142

248 156 33 9

　時間外・休日労働時間が最長の者の実績
　監督指導を実施した結果、違法な時間外労働があった665事業場において、時間外・休日労働
が最長の者を確認したところ、248事業場で１か月80時間を、うち156事業場で１か月100時間
を、うち33事業場で１か月150時間を、うち9事業場で１か月200時間を超えていた。

監督指導実
施事業場数

200時間超
150時間超100時間超

80時間超80時間以下
労働時間違
反事業場数

表６　監督指導実施事業場における時間外・休日労働時間が最長の者の実績
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報道関係者 各位 

 

 

北海道労働局（局長 三富 則江）では、この度、管下 17 の労働基準監督署（支署）が、トラック、

バス及びタクシー・ハイヤーなどの自動車運転者を使用する事業場に対して行った令和４年の監督指

導の状況について取りまとめましたので、その内容を公表します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 

当 

【照会先】 

厚生労働省北海道労働局労働基準部監督課 

課           長    河合  博文 

統括特別司法監督官   吾子  勇二 
   ＜電 話＞０１１－７０９－２３１１ 

            （内線 ３５４２） 

厚生労働省北海道労働局発表 

令 和 ５ 年 1 1 月 ７ 日 

みとみ  のりえ 

１ 監督指導を行った事業場は184事業場で、そのうち労働基準関係法令違反が認められたの

は167事業場（90.8％）となっています（別紙１の１参照）。     

また、改善基準告示※違反が認められたのは、125事業場（67.9％）となっています 

（別紙１の２参照）。 
 

２ 主な労働基準関係法令違反事項は、多い順に①労働時間（59.2％）②割増賃金（32.1％） 

③時間把握（10.9％）となっています（別紙１の１参照）。 

 

３ 主な改善基準告示違反事項は、多い順に①最大拘束時間（49.5％）②総拘束時間 

（39.7％）③連続運転時間（37.0％）となっています（別紙１の２参照）。 
 （「拘束時間」とは始業時刻から終業時刻までの時間で、労働時間と休憩時間を合計した時間。「総拘束時間」 

は一定期間（トラック・タクシーは１か月間、バスは４週間）における拘束時間をいう。「最大拘束時間」 

は１日における拘束時間、「休息期間」は勤務と次の勤務の間の自由な時間をいう。） 

 

４ 改善事例 

    荷主との協議などにより、労働時間削減につなげた事例を紹介します（別紙１の４参 

照）。 

 

５ 北海道労働局における今後の取組について 

    北海道労働局では、令和６年４月の時間外労働上限規制と改正改善基準告示の適用を控 

え、自動車運転者を使用する事業場に対し、労働基準関係法令等の周知・啓発に努めると 

ともに、監督指導を行うなど、引き続き自動車運転者の適正な労働条件の確保に取り組ん 

でいきます。併せて、トラック運転者の長時間・過重労働防止の観点から、取引先となる 

荷主事業者に対し、長時間の恒常的な荷待ちの改善に向けた取組の要請を行っていきま 

す。 

Press Release 

２ 13
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2 

 

別紙１ 

※表中の（ ）内は違反率。主な違反事項は１事業場で複数の法令違反がある場合がある。 

※タクシー等：タクシー及びハイヤー。以下同じ。 

※その他：トラック、バス及びタクシー・ハイヤー以外の業種で自動車運転者を使用する事業場（自社で製造し

た製品を運搬するトラック運転者を使用する製造業の事業場、建設現場で使用する資材等を運搬するトラック運

転者を使用する建設業の事業場など）。以下同じ。 

 

 

 

 
 

 

 

 

167
90.8%

154
90.6%

5，83.3% 8，100.0% 0

17

16

違反なし1 違反なし0

0

50

100

150

200

全体 トラック バス タクシー等 その他

法違反事業場 違反なし事業場

 

事項 

業種 

監督実施 

事業場数 

労働基準関係

法 令 違 反 

事 業 場 数 

 

主な違反事項 

 

労働時間 割増賃金 時間把握 

トラック 170 
154 

（90.6％） 

103 

（60.6％） 

54 

（31.8％） 

17 

（10.0％） 

バ  ス 6 
5 

（83.3％） 

3 

（50.0％） 

2 

（33.3％） 

0 

（0.0％） 

タクシー等 8 
8 

（100.0％） 

3 

（37.5％） 

3 

（37.5％） 

3 

（37.5％） 

その他 0 
0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

合  計 184 
167 

（90.8％） 

109 

（59.2％） 

59 

（32.1％） 

20 

（10.9％） 
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※１事業場で複数の法令違反がある場合がある。 

 

 

 
 

事項 

 

 

 

業種 

監督実

施事業

場数 

改善基準 

告示違反 

事業場数 

 

主な違反事項 

 

総拘束 

時間 

最大拘束

時間 

休息 

期間 

最大運転

時間 

連続運転

時間 

休日 

労働 

トラック 170 
123 

（72.4％） 

71 

(41.8％） 

89 

(52.4％) 

60 

(35.3％) 

44 

(25.9％) 

68 

(40.0％) 

9 

(5.3％) 

バ  ス 6 
0 

（0.0％） 

0 

(0.0％） 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

タクシー等 8 
2 

(25.0％) 

2 

(25.0％) 

2 

(25.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

その他 0 
0 

（0.0％） 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 
0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

0 

(0.0％) 

合  計 184 
125 

(67.9%) 

73 

(39.7%) 

91 

(49.5%) 

60 

(32.6%) 

44 

(23.9%) 

68 

(37.0%) 

9 

(4.9%) 

※表中の（ ）内は違反率。主な違反事項は１事業場で複数の違反がある場合がある。 

 

 

 

 

 

109

59

20

103

54

17

3 2 03 3 30 0 0
0

20

40

60

80

100

120

労働時間 割増賃金 時間把握

全体 トラック バス タクシー等 その他
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※１事業場で複数の改善基準告示違反がある場合がある。 

 

 

 

 

 

 

125
67.9％

123
72.4％

0，0.0％ 2，25.0% 0

59
47

違反なし6 違反なし6

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

全体 トラック バス タクシー等 その他

改善基準違反事業場 改善基準違反なし事業場

73

91

60

44

68

9

71

89

60

44

68

9
0 0 0 0 0 02 2 0 0 0 00 0 0 0 0 0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

総拘束時間 最大拘束時間 休息期間 最大運転時間 連続運転時間 休日労働

全体 トラック バス タクシー等 その他
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年 

業種・事項 令和２年 令和３年 令和４年 

トラック 

監 督 実 施 

事 業 場 数 
143 173 170 

労働基準関係法令違

反 事 業 場 数 

121 

（84.6％） 

158 

（91.3％） 

154 

（90.6％） 

改 善 基 準 告 示 

違 反 事 業 場 数 

85 

（59.4.％） 

113 

（65.3％） 

123 

（72.4％） 

バス 

監 督 実 施 

事 業 場 数 
4 3 6 

労働基準関係法令違

反 事 業 場 数 

3 

（75.0％） 

2 

（66.7％） 

5 

（83.3％） 

改 善 基 準 告 示 

違 反 事 業 場 数 

3 

（75.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

タクシー等 

監 督 実 施 

事 業 場 数 
15 10 8 

労働基準関係法令違

反 事 業 場 数 

14 

（93.3％） 

10 

（100.0％） 

8 

（100.0％） 

改 善 基 準 告 示 

違 反 事 業 場 数 

4 

（26.7％） 

3 

（30.0％） 

2 

（25.0％） 

その他 

監 督 実 施 

事 業 場 数 
0 0 0 

労働基準関係法令違

反 事 業 場 数 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

改 善 基 準 告 示 

違 反 事 業 場 数 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

0 

（0.0％） 

合計 

監 督 実 施 

事 業 場 数 
162 186 184 

労働基準関係法令違

反 事 業 場 数 

138 

（85.2％） 

170 

（91.4％） 

167 

（90.8％） 

改 善 基 準 告 示 

違 反 事 業 場 数 

92 

（56.8％） 

116 

（62.4％） 

125 

（67.9％） 

※表中の（ ）内は違反率。１事業場で労働基準関係法令違反及び改善基準告示違反がある場合がある。 
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※１事業場で法令違反及び改善基準告示違反がある場合がある。 
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タ
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等
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全
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の
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監督実施事業場数 法違反事業場数 改善基準告示違反事業場数
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【事業場の状況】 

 日用品等の配送業務に従事する自動車運転者について、スポットでの配送業務量が

増加したことにより、36 協定の協定時間を超える時間外労働が発生し、一部の自動車

運転者において時間外労働時間数が月100時間を超えていた。 

（「36協定」とは時間外労働時間数の上限等を労使間で協議した書面による協定をいう。） 

 

【事業場における取組】 

 事業主が自動車運転者からの意見を参考にして、荷主と協議を行い、荷の積込み時

間及び出発時間を調整するとともに、日によって自動車運転者間で担当する配送ルー

トの入れ替えやツーマン運行を実施したことで、自動車運転者の時間外労働の削減に

つなげることができた。 

 

【事業場の状況】 

特定の業務に従事する自動車運転手について、恒常的な時間外労働が認められ、一部

の自動車労働者において時間外労働時間数が月80時間を超えていた。 

  

【事業場における取組】 

 事業主が荷主と協議を行った結果、荷主が荷の積込み作業の一部を分担すること

で、積込み時間を短縮させるとともに、高速道路を利用することで自動車運転者の時

間外労働の削減につなげることができた。 
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北海道労働局（局長 三富
み と み

 則
のり

江
え

）は、令和４年における管下17労働基準監督署・支署の労

働安全衛生法違反及び労働基準法等違反被疑事件の送検状況を以下のとおり取りまとめましたの

で、その内容を公表します。 

（表１・図１） 
  令和４年１月から12月までの１年間に、53件（対前年比＋７件）の司法事件を検察庁に送検

しました。 

  内訳は、①労働安全衛生法違反が36件（対前年比＋８件）、②最低賃金法違反が９件（対前

年比±０件）、③労働基準法違反が８件（対前年比－１件）でした。 
 

（表２・図２） 
  業種別は、建設業が23件（対前年比＋11件）で、全体に占める割合は43.4％と最も多く、

運輸交通業が９件（対前年比＋４件）、製造業が５件（対前年比±０件）でした。 
 

（表３） 
（１）労働安全衛生法違反被疑事件について 

危険防止のための措置に関する違反が20件、いわゆる労災かくし（労働者死傷病報告に関

する違反）に関する違反が12件でした。 

（２）最低賃金法違反について 

   最低賃金額以上の賃金の未払に関する違反が９件（対前年比±０件）で、うち４件は経営

不振を原因とした企業倒産を背景とする賃金不払でした。 

（３）労働基準法違反について 

賃金不払が４件（対前年比±０件）や賃金不払残業が２件（対前年比＋１件）等に係る送

検事案がありました。 

（送検し、かつ公表した事案については、北海道労働局のHPに「労働基準関係法令違反に係る公表事案」一覧

として掲載しています。） 

 

北海道労働局においては、引き続き重大又は悪質な法違反被疑事案について、送検手続を取

り厳正に対処することとしています。

厚生労働省北海道労働局発表 
令 和 ５ 年 1 2 月 1 2 日 

Press Release 

２ 14
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別添

年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

労働安全衛生法違反 24 26 28 28 36

最低賃金法違反 7 12 22 9 9

労働基準法違反 8 8 5 9 8

計 39 46 55 46 53

　　　　　　　図１　　年別・法令別送検件数

司法事件処理状況   　　　　　　　　

              表１   年別・法令別送検件数
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業 種 製 造 業 建 設 業 運 輸 交 通 業 商 業 接 客 娯 楽 業
左記以外の業

種
計

労働安全衛生法違反 5 20 6 1 0 4 36

労働基準法・
最低賃金法違反

0 3 3 2 2 7 17

計 5 23 9 3 2 11 53

　　　　　　　表２   業種別送検件数（令和４年）

※接客娯楽業とは、旅館業や飲食店を含む業種分類。

　　　　　　　　図２　業種・法令別送検件数
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違反事項 令和４年 令和３年

労働条件の明示 1 3

解雇の予告 1 1

退職時等の証明 0 1

賃金不払 4 4

労働時間 1 3

賃金不払残業 2 1

賃金台帳 0 1

記録の保存 1 0

最低賃金額の不払 9 9

作業主任者 0 1

危険防止のための措置 20 13

2 3

5 1

2 0

3 1

2 1

2 0

1 2

0 1

1 1

2 3

健康障害防止等のための措置 2 0

1 0

1 0

特定元方事業者等の講ずべき措置 2 1

安全衛生教育 1 1

就業制限（無資格就業） 1 5

作業環境測定 1 0

報告等の義務 12 8

12 8

※　複数の条文を一度に送検することがあります。

安全な通路の保持

労働安全衛生法第65条

労働安全衛生法第14条

労働基準法第20条

労働基準法第109条

タイヤ空気充てん作業による危険防止措置

有害な作業環境による健康障害防止措置

移動式クレーン等による危険防止措置

その他の機械による危険防止措置

そうじ等の場合の運転停止措置、運転開始の合図等

爆発による危険の防止措置

伐木作業等における危険防止措置

掘削作業等における危険の防止措置

墜落等による危険の防止措置

労働安全衛生法第22条・第23条

車両系建設機械による危険防止措置

労働安全衛生法第100条

労働者死傷病報告（労災かくし）

労働安全衛生法第30条

労働安全衛生法第59条

労働安全衛生法第61条

表３　　主な違反条文別送検状況　

違反法条項

労働基準法第15条

労働基準法第22条

労働基準法第23条・第24条

車両系荷役運搬機械による危険防止措置

労働基準法第32条

労働基準法第37条

労働基準法第108条

最低賃金法第4条

労働安全衛生法第20条・第21条
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